
板橋区中小企業活性化支援事業補助金交付要綱 

（平成１７年６月２９日区長決定） 

（平成２５年４月３０日一部改正） 

（平成２７年７月３日一部改正）  

（令和３年４月１日一部改正）   

（趣旨） 

第１条 この要綱は、一般社団法人板橋産業連合会（以下「産業連合会」という。）が

行う板橋区の中小製造業等の活性化に資する事業に要する経費の一部を補助するこ

とについて必要な事項を定め、もって板橋区の中小製造業等の活性化を図ることを目

的とする。 

 

（補助事業等） 

第２条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、中小製造業

等の活性化を支援する事業で、次に掲げるものとする。 

（１）経営者及び従業員を対象とする技能、技術の向上のための事業 

（２）経営基盤の強化及び経営革新の促進を図るための事業 

（３）情報交流及び情報化の促進を図るための事業 

（４）その他区長が必要かつ適当と認める事業 

２ 補助事業は、補助金の交付決定を受けた日の属する会計年度の末日までに終了しな

ければならない。 

 

（補助対象経費） 

第３条 この要綱に基づく補助の対象となる経費は、前条の補助事業を実施するための

事業費のほか、区長が必要かつ適当と認めるもの（以下「補助対象経費」という。）

について交付する。 

 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、毎年度予算の範囲内で、補助対象経費の８５％を限度とする。 

２ 前項の規定により算出した金額に、１，０００円未満の端数があるときは、その端

数は切り捨てるものとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第５条 産業連合会は、補助金を受けようとするときは、補助金交付申請書（別記第１

号様式）を区長に提出しなければならない。 

 



（補助金の交付決定） 

第６条 区長は、前条の申請があったときは、その内容を精査し、必要に応じて現地調

査等を行い、適正と認めるものについては補助金の交付決定を行い、補助金交付決定

通知書（別記第２号様式）により、産業連合会に通知するものとする。 

２ 区長は、補助金の交付の目的を達成するために必要があると認めたときは、前項の

交付の決定について必要な条件を付することができる。 

 

（補助事業の変更等） 

第７条 産業連合会は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ変更等承認

申請書（別記第３号様式）を区長に提出し、承認を受けなければならない。 

（１）補助金交付申請書に記載された内容を著しく変更しようとするとき。 

（２）補助事業を中止しようとするとき。 

２ 区長は、前項の規定による申請のあったときはその内容を審査し、適当と認めたと

きは、これを承認し、変更等承認通知書（別記第４号様式）により、産業連合会に通

知するものとする。 

３ 前項の場合において、区長は補助金の額を変更することができる。ただし、既に交

付決定した額を超える増額変更は認めないものとする。 

 

（実績報告） 

第８条 産業連合会は、補助事業が完了したとき又は当該補助事業年度終了後、速やか

に実績報告書（別記第５号様式）を区長に提出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第９条 区長は、前条の規定による実績報告書の提出があったときは、その内容の審査

等を行い、事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると

認めたときは、第４条により算出した補助金の額と補助金の交付決定額とを比較して

いずれか低い額をもって交付すべき補助金の額を確定し、補助金確定通知書（別記第

６号様式）により、産業連合会に通知するものとする。 

 

（補助金の支払等） 

第１０条 区長は、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定したのち、補助金を

支払うものとする。ただし、補助金の交付決定後に事業の円滑な遂行のため区長が必

要があると認める場合は、概算払をすることができる。 

２ 産業連合会は、前項本文の規定により補助金の支払を受けようとするときは、補助

金請求書（別記第７号様式）を、前項ただし書の規定により補助金の概算払を受けよ



うとするときは、補助金概算払請求書（別記第７号様式の２）を区長に提出しなけれ

ばならない。 

３ 産業連合会は、補助金の概算払を受けたときは、前条の規定による補助金確定通知

書受領後、補助金清算書（別記第８号様式）を区長に提出し、速やかに補助金を清算

しなければならない。 

 

（補助金の交付決定の取消等） 

第１１条 区長は、産業連合会が、次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交

付決定の全部又は一部を取り消す。 

（１）偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）補助金を他の用途に使用したとき。 

（３）その他補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令又は補助金

の交付決定に基づく命令に違反したとき。 

 

（補助金の返還） 

第１２条 区長は、第７条の規定及び前条の規定により、補助金の額を変更し、又は補

助金の交付決定を取り消した場合において、補助事業の当該取消に係る部分に関し、

既に産業連合会に補助金が支払われているときは、期限を定めてその返還を命じるも

のとする。 

２ 区長は、第９条の規定により産業連合会に交付すべき補助金の額を確定した場合に

おいて、既にその額を超える補助金が支払われているときは、期限を定めてその返還

を命じるものとする。 

 

（補助金の経理等） 

第１３条 産業連合会は、補助事業に係る経理について収支の事実を明らかにした証拠

書類を整理し、かつ、これらの書類を補助事業が完了した日の属する会計年度の終了

後５年間保存するものとする。 

 

（検査） 

第１４条 産業連合会は、区長が指定した区職員が補助事業の管理運営及び経理等の状

況について検査をする場合又は補助事業の実施状況について報告を求められた場合

には、これに応じなければならない。 

 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めのない事項は、東京都板橋区補助金等交付規則（昭和４２年



板橋区規則第３号）に定めるところによるほか、補助金の交付に関し必要な事項は、

産業経済部長が別に定める。 

 

付 則 

この要綱は、平成１７年６月２９日から施行し、同年４月１日から適用する。 

付 則 

この要綱は、平成２５年４月３０日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成２７年７月３日から施行し、同年４月１日から適用する。 

付 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 



別記 

第１号様式（第５条関係） 

 

  年  月  日 

 

（ 宛 先 ） 

板 橋 区 長 

 

住   所 

団 体 名 

代表者氏名 

 

板橋区中小企業活性化支援事業補助金交付申請書 

 

  年度板橋区中小企業活性化支援事業補助金の交付を受けたいので、板橋区中小

企業活性化支援事業補助金交付要綱第５条の規定に基づき、関係書類を添えて下記の

とおり申請します。 

 

記 

 

１ 交付申請額     金        円 

 

２ 事業の内容及び経費 

別紙、  年度板橋区中小企業活性化支援事業実施計画書及び収支予算書のと

おり 

 

 

 



第２号様式（第６条関係） 

文 書 番 号 

  年  月  日 

 

様 

 

板橋区長 

 

板橋区中小企業活性化支援事業補助金交付決定通知書 

 

  年  月  日付で申請のあった  年度板橋区中小企業活性化支援事業補助

金について、板橋区中小企業活性化支援事業補助金交付要綱第６条の規定に基づき、

下記のとおり補助金を交付する。 

 

記 

 

１ 補助金交付決定額     金        円 

 

２ 補助金交付の条件 

板橋区中小企業活性化支援事業補助金交付要綱の規定による。 

 

３ 事業の内容及び経費の区分 

別紙、  年度板橋区中小企業活性化支援事業実施計画書及び収支予算書のと

おり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３号様式（第７条関係） 

 

  年  月  日 

 

（ 宛 先 ） 

板 橋 区 長 

 

住   所 

団 体 名 

代表者氏名 

 

板橋区中小企業活性化支援事業変更等承認申請書 

 

  年  月  日付（文書番号）で、交付決定の通知を受けた  年度板橋区中

小企業活性化支援事業について、板橋区中小企業活性化支援事業補助金交付要綱第７

条第１項の規定に基づき、下記のとおり変更又は中止したいので申請します。 

 

記 

 

１ 変更又は中止事項 

 

２ 変更又は中止理由 

 

３ 変更内容 

 

 

 



第４号様式（第７条関係） 

文 書 番 号 

  年  月  日 

 様 

 

板橋区長           

 

板橋区中小企業活性化支援事業変更等承認通知書 

 

  年  月  日付で申請のあった  年度板橋区中小企業活性化支援事業補助

金について、板橋区中小企業活性化支援事業補助金交付要綱第７条第２項の規定に基

づき、（変更・中止）を承認する。 

 

記 

 

１ 変更又は中止事項  

 

 

２ 変更又は中止理由 

 

 

３ 変更内容 

   別紙、  年度板橋区中小企業活性化支援事業実施計画（変更前・変更後）の

とおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第５号様式（第８条関係） 

 

  年  月  日 

 

（ 宛 先 ） 

板 橋 区 長 

 

住   所 

団 体 名 

代表者氏名 

 

板橋区中小企業活性化支援事業実績報告書 

 

  年  月  日付（文書番号）で、交付決定の通知を受けた  年度板橋区中

小企業活性化支援事業の実績について、板橋区中小企業活性化支援事業補助金交付要

綱第８条の規定に基づき、関係書類を添えて、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 事業実績報告書 

  別紙、  年度板橋区中小企業活性化支援事業実績報告書のとおり 

 

２ 添付書類 

   事業実績の事実が確認できる書類（写し等） 

 

 

 



第６号様式（第９条関係） 

文 書 番 号 

  年  月  日 

 

様 

 

                       板橋区長 

 

板橋区中小企業活性化支援事業補助金確定通知書 

 

  年  月  日付（文書番号）で、交付決定した  年度板橋区中小企業活性

化支援事業は、  年  月  日付で提出された実績報告を審査した結果、補助事

業の成果が当該補助金の交付の内容及びこれに付した条件に適合すると認められるの

で、下記のとおり額を確定する。 

なお、既に交付した補助金との差額が生じた場合は、  年  月  日までに精

算するよう命じる。 

 

記 

 

１ 確定額     金        円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第７号様式（第１０条関係） 

 

  年  月  日 

 

（ 宛 先 ） 

板 橋 区 長 

 

住   所 

団 体 名 

代表者氏名 

 

板橋区中小企業活性化支援事業補助金請求書 

 

  年  月  日付（文書番号）で交付決定の通知を受けた  年度板橋区中小

企業活性化支援事業補助金について、板橋区中小企業活性化支援事業補助金交付要綱

第１０条に基づき、下記のとおり請求します。 

 

記 

 

１ 請 求 額     金        円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第７号様式の２（第１０条関係）＊概算払の場合  

      年  月  日 

 

 （ 宛 先 ） 

板 橋 区 長 

 

住   所 

団 体 名 

代表者氏名 

 

   板橋区中小企業活性化支援事業補助金概算払請求書 

 

年 月 日付（文書番号）で交付決定の通知を受けた  年度板橋区中小企業活

性化支援事業補助金について、板橋区中小企業活性化支援事業補助金交付要綱第１０

条第２項に基づき、下記のとおり請求します。 

 

記 

 

１ 概算払請求理由 

 

 

２ 交 付 決 定 額       金          千円 

 

 

３ 概算払請求額       金          千円 

 

 

４ 残 額       金          千円 

 

 

 

 

 

 

 



第８号様式（第１０条関係）  

年  月  日  

 

 （ 宛 先 ） 

板 橋 区 長 

 

住   所 

団 体 名 

代表者氏名 

 

   板橋区中小企業活性化支援事業補助金清算書 

 

年 月 日付（文書番号）で交付確定の通知を受けた  年度板橋区中小企業活

性化支援事業補助金について、補助事業が完了したので、板橋区中小企業活性化支援

事業補助金交付要綱第１０条第３項に基づき、下記のとおり清算します。 

 

記 

 

１ 交 付 決 定 額       金          千円 

 

 

２ 確 定 額       金          千円 

 

 

３ 概算払受領済額       金          千円 

 

 

４ 清 算 額       金          千円 

 

 

５ 残 額       金          千円 

 

 

 


